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市県民税の申告書は郵送での提出を、確定申告は e-Tax で！市県民税の申告書は郵送での提出を、確定申告は e-Tax で！

申告期間は２月 16 日 (金 ) から３月 15 日（金）まで
問合せ先　税務課市民税係（窓口⑨）☎㉒ 2218　

　市県民税の申告は、市県民税算出の賦課資料となるほか、国民健康保険税、後期高齢者医療保険料及び介護保険

料等の算定の算出資料になります。必ず期限内に申告してください。

申告に必要なもの

共通
マイナンバーが確認できる書類（本人、配偶者、扶養親族のマイナンバーカードなど）、

身元確認書類（運転免許証、保険証など）、利用者識別番号（確定申告の場合）、市役所や税務署から事

前に送付された申告書用紙や申告のお知らせ通知、前年の申告書・収支内訳書の控えなど

収入関係
給与・公的年金の令和５年分の源泉徴収票

個人事業主や不動産所得がある場合、収支内訳書（事前作成してください）

その他の収入（所得）がある方は、収入や経費が分かる書類など

控除関係

 社会保険料控除

国民健康保険税（料）、介護保険料、後期高齢者医療保険料、国民年金保険料、

健康保険料、厚生年金保険料、国民年金基金掛金等の払込証明書（国保等は市

発行の「納付額のお知らせ」）

 生命保険料控除 生命保険料の控除証明書

 地震保険料控除 地震保険料の控除証明書

 障害者控除 身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳、障害者控除対象者認定書など

 配偶者（特別）控除 配偶者の令和５年中の所得が分かる書類（源泉徴収票など）

 医療費控除 医療費控除の明細書（事前作成してください）、医療費通知、領収書など

 寄附金控除 寄附した団体などから交付された寄附金の受領証など

 その他の控除 市役所税務課までお問い合わせください。

その他  還付先口座番号 還付申告（所得税）の場合、還付先口座（本人）のわかるもの

令和６年度「市県民税の申告要否」確認用の参考フローチャート

市県民税の申告が必要な人

　令和６年１月１日現在、下田市に住所がある方です（１月２日以降に転出された方も含みます）。

ただし、所得税の確定申告書を税務署に提出された方、給与収入のみで、勤務先から下田市役所に給与支払報告書

が提出されている方、公的年金等収入のみで、その他に所得がない方は申告は不要です（医療費控除や源泉徴収票

に記載のない社会保険料などの各種控除を受ける場合は、申告が必要です）。

　※フローチャートを参照してください。

令和６年度（令和５年分） 市県民税申告相談日程

申告期間：２月 16 日（金）から３月 15 日（金）まで　　※土日祝除く

受付時間：９時～ 11 時 30 分、13 時～ 15 時 30 分　 ※ウェブ予約又は電話予約をお願いします。

申告会場：下田市役所　２階　大会議室　　　※地区の割振りや各地区での受付会場はなくなりました。

ウェブ予約

予約について

　会場の混雑緩和のため、事前にインターネット上のウェブ予約又は電話予約を行います。予約優先となりますので、

申告相談を受ける場合は、事前予約をお願いします。

　予約がなく当日受付枠に空きがない場合、後日の来場をお願いすることがあります。

市県民税の申告用紙について

　市県民税の申告用紙は、昨年申告された方、昨年中に下田市に転入した方に１月 24 日に郵送しました。用紙は

税務課で配布しているほか、市ホームページからも印刷することができます。 確定申告をしますか？
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申告不要です

申告不要

昨年中に収入 (1 円以上 )は
ありましたか？

市県民税の
申告が必要です

市県民税の
申告が必要です

収入は遺族・障害年金、
失業給付等の非課税と
なる収入のみでしたか？

給与所得がありますか？

※重要※

　「価格高騰重点支援給付金」は、収入には含ま

れません。「雇用調整助成金」は課税対象となる

ため、事業収入として計上する必要があります。

　その他の給付金等については、支給元団体にご

確認ください。

【★ご注意ください★】

・所得や控除の金額、扶養親族の数、障害者や寡婦、ひとり親に該当するなどの内容により、　　
必ずしも本フローどおりにはなりません。目安としてご利用ください。 

・2か所以上から給与や公的年金を得ている方は原則申告が必要です。 
・昨年中に退職し再就職した方は、前職分を含めた年末調整をしていない場合には申告が

必要です。
・給与所得者または公的年金受給者で、控除の追加が必要な場合、申告が必要です。
・分離課税となる所得がある方などは、所得税の確定申告が必要となる場合があります。 

※詳細は、市役所税務課市民税係までお問い合わせください。

公的年金を
受給していますか？

勤務先から下田市に
給与支払報告書が

提出されていますか？

公的年金の
支払報告書が下田市に
提出されていますか？

営業、農業、不動産賃貸等
の収入はありますか？

給与及び公的年金以外の
所得の合計額が 20 万円を

超えていますか？

所得税の
確定申告が

必要

市県民税の
申告が
必要

勤務先に提出先自治体をご確認ください。

所得税の還付、
納税となる場合には
確定申告が必要です。

生命保険の満期金（一時所得）等、その他所得が
ある方は、申告が必要となる場合があります。

公的年金の支払機関等に提出先自治体をご確認く
ださい。概ね 2 月中旬以降であれば市役所でも確
認できる場合があります。

市役所会場で受付できない確定申告の種類

　青色申告、土地・建物の譲渡、株式の譲渡、配当、退職所得などの分離申告、住宅ローン控除の初年度の申告、

損失申告、雑損控除の申告、外国人の方の申告、亡くなられた方の申告などの確定申告は市役所会場では受付でき

ません。下田税務署にご相談ください。 所得税の確定申告　問合せ先　下田税務署　☎㉒ 0185　

予約方法

希望日の４日前までに下記の方法にて予約をお願いします。

ウェブ予約：３月 11 日（月）まで　24 時間受付可能です。（メンテナンス時間を除く）

電話予約：２月５日（月）から３月 11 日（月）まで　平日９時から 17 時まで　

申告期限・提出方法

令和６年３月 15 日（金）までに、税務課宛に郵送又は申告相談窓口で提出してください。

市県民税申告書の郵送先：〒 415-8501　下田市東本郷一丁目５番 18 号　下田市役所税務課市民税係宛

※「市県民税申告書在中」と表記してください。

書類の事前作成のお願い

・医療費控除を申告される方は、所定の「医療費控除の明細書」を事前に作成してきてください。

・事業・農業・不動産所得がある方は、所定の「収支内訳書」を事前に作成してきてください。

職員は、上記書類の作成代行は行いません。相談時間の短縮のため、ご協力をお願いします。

（用紙は市役所税務課で配布しているほか、市ホームページからも印刷することができます。）

㉒ 2218
税務課

市民税係

電話予約


